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  ストックとフローで考える 

  国債・GDP 比率 

 

 
 よく知られているように、決算書の数値には
ストックのものとフローのものがあります。ストッ
クとは一定時点における残高であり、フローは
一定期間における流れた数量の合計値です。
決算書の貸借対照表はストック、損益計算書
はフローの数値です。決算日が 3月末であれ
ば、資産や借入金等の貸借対照表の数値は
3月31日現在における残高ですし、売上高や
利益などの損益計算書の数値は前年の 4月 
1日から本年の3月31日まで発生した数値の
累計になります。ですから、同じような数字が
並んでいても、数値の性格が異なります。両
者の重要な相違点は、ストックの数値は次期
以降引き継がれるのに対し、フローの数値は
毎年ゼロから積み上げなければならないとい
う点にあります。 
 
 企業目的が利益の極大化にあるとするなら、
利益はフローですから、フローの売上高が必
要になり、売上高拡大のためにストックである
資産をどのように用意し、そのために借入金を
どのように利用するかが、経営者の経営手腕
だということになります。 
 
 経営を評価する指標として借入金・売上高
比率（借入金÷売上高）があります。これはス
トックである借入金とフローの売上高の比較で
あり、この数値は小さいほどよしとされます。た
とえば、銀行から資金を借り入れて設備投資
をして、売上高拡大を図ろうとする企業があっ
たとします。すると、分子の借入金が増加しま
すから、借入金・売上高比率を悪化させない
ためには、分母である売上高が相応に増えな
ければなりません。ここで、借入金と売上高の
性格の違いが重要になります。借入金はストッ
クですから、その残高は返済分を除き次期以
降に引き継がれますが、売上高はフローです
から、毎期ゼロから積み上げなければなりませ

ん。つまり、借入金・売上高比率をある程度維持する
ためには、借入金による設備投資効果は 1期だけで
なくフローとして継続的に売上高拡大をもたらすもの
が必要になります。 
 
 国家では企業のように複式簿記を採用していない
ので、ストックとフローを明確に意識することは余りあり
ませんが、この考え方を援用することができます。  
財政健全化指標として真っ先に挙がるのは国債・
GDP 比率（国債÷GDP）です。ここで、前述のストック
とフローの概念を用いると、国債は政府の借金として
ストックの数値となり、GDP は一定期間における付加
価値の合計高ですから、フローの数値になります。 
 
 国債を発行して、それを財源に給付金や助成金を
支給するということをストックとフローの観点から整理
すれば次のようになります。政府支出が産業構造改
革や技術革新のような成長のための投資に充てられ
るなら、GDP に対する継続的効果が期待できますが、
給付金や助成金などのバラマキ型の消費刺激目的
のGDP拡大効果は単発的なものに終わります。給付
金や助成金を支給すれば、個人の消費が増加してそ
の年のGDP は増加しますが、GDP はフローですから、
その効果は 1回限りで、翌年からはまたゼロから積み
上げなければなりません。来年、給付金や助成金が
ストップしてしまえば、その分GDPは減少するでしょう。
ですから、GDP を維持するためには、再度給付金や
助成金の支出が必要になります。一方、その財源と
なった国債はストックですから、償還しない限り、次年
度以降に引き継がれます。つまり、消費刺激の財源
を国債に頼るということは、フローの GDP拡大は単発
で終わるのに対し、ストックの国債の残高は累積的に
積み上がることにより、国債・GDP 比率は悪化し続け
ることになります。我が国の財政悪化の深化はこうし
た歴史を如実に物語っています。 
 
 言うまでもなく、本当に困っている人に給付金等を
支給することは国家として当然の責務です。それとは
別の次元で、財政健全化問題を考えるに際し、企業
会計で利用される複式簿記におけるストックとフロー
の概念の応用は有効だと思います。 
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(NPO 法人 SKC 企業振興連盟協議会) 

 当団体は、異なる業種の経営者が相集い、力を合わせ、自らの研鑚と親睦を通じて、

斬新な経営感覚と新たな販売促進を創造して、メンバー同士でより健全な事業所とその 

事業所のイメージアップを図り、地域社会に貢献できる事業所となることを目的とする。 

活動方針 人の輪・衆智・繁栄 

記事の内容に関するお問い合わせは事務局までご連絡ください。 

ウィークリーはメールでの配信も行っております。お手数ですが、「メール希望」・「配信停止希望」と件名にご入力の上、    

skc-soudan@skc.ne.jp まで空メールをご送信ください。また、FAX ご不要の際は、その旨をお電話にてお申しつけください。                

yasukouchi@skc.ne.jp 


